
震災や円高等により影響を受けた皆さんへ ～日本政策金融公庫から融資制度のご案内～

●国の教育ローンのご案内　「国の教育ローン」では、震災により被害を受けた皆さん
　を対象とする災害特例措置を実施しています。詳しくは、教育ローンコールセンター
　　　☎0570-008656（ナビダイヤル）

中小・小規模企業の皆さん
●震災による影響を受けられた方
　　　　　　　　　　　　　（※1）
■融資限度額　最大7億2,000万円
■融資期間　最長20年以内　※据置期間5年以内
■利率　基準利率より最大0.5％引き下げ
　【直接･間接被害を受けた方等は融資後3年間、基準利率より最大1億円
　まで1.4％引き下げ（※2）】
●円高等の影響により業況が悪化している方
　
■融資限度額　最大7億2,000万円
■融資期間　最長15年以内　※据置期間3年以内
■利率　基準利率
　【運転資金のうち、一定の要件に該当する場合は最大0.5％引き下げ】
●設備投資を行う方
　
　被災地域の復興に資する設備資金（※3）を使途とする融資について、
融資後2年間、適用利率から0.5％引き下げ
　【特定被災区域において雇用の維持または拡大を図る場合は、全融資期
　間、適用利率から0.5％引き下げ】

東日本大震災復興特別貸付

セーフティネット貸付

設備資金貸付利率特例制度

農林漁業者の皆さん
●震災による影響を受けられた方
      　　　　　　（※4）
   農林漁業セーフティネット資金（運転資金）
■融資限度額　1,200万円　※特例限度額あり
■融資期間　13年以内　※据置期間6年以内
■利率　実質無利子　（※5）
   スーパーＬ資金（農業者向け設備・運転資金）
■融資限度額　個人1億5,000万円、法人5億円
　※特例限度額あり
■融資期間　28年以内　※据置期間13年以内
■利率　実質無利子（※5）
   水産加工資金（水産加工業者向け設備資金）
■融資限度額　負担額の80％
■融資期間　18年以内　※据置期間6年以内
■利率　実質無利子（※5）

震災特例融資

検  索日本政策金融公庫

詳しくは事業資金相談ダイヤルまで

0120-154-505フリーダイヤル

※1･4　被害状況に応じて融資の条件が異
　なります。利率の引き下げ等の適用には、
　り災証明書等の提出が必要な場合があり
　ます。
※2　事業所等が全壊または流出した方等、
　特に甚大な被害を受けた方については、
　融資後3年間、一定の限度額内において、
　国の利子補給制度（ゼロ金利制度）の適用
　が可能です。
※3　被災地域の復興の前提となる国内の
　経済産業の活性化に資する設備投資であ
　れば、被災地域以外の設備投資でも、本制
　度の対象となります。なお、一部対象とな
　らない融資制度があります。
※5　国の利子助成制度により、実質無利子
　化するものです。
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